
社会的治癒の裁決例 

請求人 Ａ男   昭和３４年生 

代理人 Ｂ男 

原処分をした行政庁 社会保険庁長官 

主文  社会保険庁長官が、平成１４年１０月３１日付で、再審査請求人に対し、障害基礎

年金及び障害厚生年金（以下、併せて「障害給付」という。）を支給しないとした処分を取

り消し、平成９年６月に遡って３級の障害厚生年金を支給し、平成１４年８月より額を改定

し、２級の障害給付を支給するものとする。 

理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、主文と同旨の裁決を求め

るということである。 

第２ 再審査請求の経過 

１ 請求人は、精神分裂病（以下「当該傷病」という。）による障害の状態にあるとして、

平成１４年７月１２日（受付）、社会保険庁長官に対し、障害給付の裁定を請求した。 

２ 社会保険庁長官は、平成１４年１０月３１日付で、請求人に対し、障害給付を支給しな

い旨の処分（以下「原処分」という。）をした。 

３ 請求人は、原処分を不服とし、社会保険審査官に対する審査請求を経て、当審査会に対

し再審査請求をした。 

第３ 問題点 

１ 障害厚生年金は、その障害の原因となった傷病（その障害の直接の原因となった傷病が

他の傷病に起因する場合は当該他の傷病を含む。以下同じ。）の初診日が昭和６１年４月１

日以後であり、かつ、その初診日において厚生年金保険の被保険者であること、又はその障

害の原因になった傷病の発病日が昭和６１年４月１日前であり、かつ、その発病日において

厚生年金保険の被保険者であることという要件が満たされない者には支給されないことに

なっている。 

 なお、２級以上の障害厚生年金が支給される者には、併せて障害基礎年金が支給されるこ

とになっている。 

２ 本件の問題点は、請求人の当該傷病について、前記１の要件を満たしていると認めるこ

とができるかどうかということ、及びこれが認められた場合、障害認定日（原則として初診

日より１年６月を経過した日。以下同じ。）および裁定請求日における請求人の当該傷病に

よる障害の状態が国民年金法施行令（以下「国年令」という。）別表又は厚生年金保険法施

行令（以下「厚年令」という。）別表第１に掲げる程度に該当すると認めることができるか

どうかということである。 

第４ 審査資料 

本件の審査資料は、次のとおり（資料４以外はいずれも写）である。 



資料１ Ｃ病院精神科Ｄ医師作成の請求人にかかる次の医証 

１－１ 平成１４年６月１７日現症、平成１４年６月１７日付の診断書（以下「Ｄ医師の診

断書１」という。） 

１－２ 平成９年８月１２日現症、平成１４年６月１７日付の診断書（以下「Ｄ医師の診断

書２」という。） 

１－３ 審査請求書に添付された主治医意見書（以下「主治医意見書」という。） 

１－４ 受診状況等証明書（平成１４年８月２１日付） 

資料２ Ｃ病院作成の請求人に係る薬剤処方の内容（昭和６１年９月１９日分から平成８

年２月２日分までのもの） 

資料３ 裁定請求書に添付された請求人作成の病歴・就労状況等申立書（作成日付なし） 

資料４ 当会委員長の照会に対する、Ｂ株式会社（以下「事業所」という。）代表取締役Ｅ

からの回答書（平成１６年１月７日付。以下「事業主の回答書」という。） 

資料５ 請求人に係る厚生年金保険被保険者資格記録 

資料６ 社会保険業務センター所長の照会に対する、Ｃ病院精神神経科Ｆ医師からの回答

書（平成１６年５月２０日付） 

６－１ 平成１４年６月２９日現症に関する部分 

６－２ 平成９年７月１８日現症に関する部分 

資料７ 再審査請求書に添付された、「精神科薬物療法の特徴と治癒概念（風祭元）」と題す

る論文 

第５ 事実の認定及び判断 

１ 前記審査資料及び公開審理期日における当事者の陳述によれば、以下の各事実を認定

することができる。 

(1) Ｄ医師の診断書１から主要部分を摘記すると、次のとおりである（資料１－１）。 

傷病名：精神分裂病 

傷病の発生年月日：平成８年２月１２日 

初めて医師の診断を受けた日：平成８年２月１２日 

発病から現在までの病歴・治療の経過・内容等：昭和５５年１１月、幻覚・妄想にて発病。

昭和５５年１２月～昭和５６年１１月、昭和６１年３月～同年９月の入院の後、通院治療に

て安定し、昭和６２年１２月に始めた○○の仕事を平成８年２月の再発初診日まで８年以

上続けており、社会的治癒の状態であった。平成８年２月、不眠・幻覚・妄想状態を呈し、

平成８年２月１２日～平成８年５月１１日まで３回目の入院。退院後は外来の他、週１回の

作業療法になんとか通っていた。平成１２年５月よりアルバイトを始めたが、１年間は続か

ず、平成１３年４月、幻覚・妄想状態となり、平成１３年４月２３日～同年１０月１３日入

院。退院後は外来通院を続けるのみで就労はできない状態である。 

初診時（平成８年２月１２日）所見：滅裂な言辞が目立ち、独語・空笑を認める。幻覚妄想

が活発で、精神運動興奮状態にある。 



教育歴：大学夜間部２年中退 

職歴：○○（昭和６２年１２月～平成８年２月） 

治療歴 

病院名 治療期間  病 名 主な療法 転帰 

Ｃ病院 H8.2～8.5 入院 精神分裂病 薬物療法精神療法 軽快 

同上 H8.5～13.4 外来 同上 同上 悪化 

同上 H13.4～13.10 入院 同上 同上 軽快 

同上 H13.10～現在 外来 同上 同上 不変 

障害の状態（平成１４年６月１７日現症） 

現在の状態像：幻覚妄想状態（幻覚、妄想）、分裂病等残遺状態（自閉、感情鈍麻、意欲の

減退） 

上記状態像の具体的な症状等：現実検討能力の低下、思考や対応の柔軟性の欠如から、日常

生活においても不適切な行動も度々見うけられる。 

日常生活状況 

家庭及び社会生活について：在宅。家族以外の者とも会話はできるが、内容は端的で生き生

きとした交流にはならない。 

日常生活能力の判定 

食事をする：ひとりでできる 

用便の始末：ひとりでできる 

入浴・洗面・着衣：援助があればできる 

簡単な買物：援助があればできる 

家族との話：通じる 

家族以外の者との話：少しは通じる 

刃物・火等の危険：少しはわかる 

戸外での危険（交通事故等）から身を守る：不十分ながら守れる 

日常生活能力の程度：（3）精神症状を認め、家庭内での単純な日常生活はできるが、時に応

じて援助や保護が必要である。 

現症時の日常生活活動能力又は労働能力：日常生活にある程度の援助は必要であり、就労は

不可能な状態である。 

(2) Ｄ医師の診断書２から必要部分を摘記すると、次のとおりである（資料１－２）。 

障害の状態（平成９年８月１２日現症） 

現在の状態像：幻覚妄想状態（幻覚、妄想）、分裂病等残遺状態（感情鈍麻、人格水準の低

下) 



上記状態像の具体的な症状等：幻覚妄想が動揺性に消長し、思考内容の貧困さ、人格水準の

低下が目立つ。 

日常生活状況 

家庭及び社会生活について：在宅。家族以外の者とも交流は持てるが、会話の内容は表面的

で空虚である。 

日常生活能力の判定 

食事をする：ひとりでできる 

用便の始末：ひとりでできる 

入浴・洗面・着衣：援助があればできる 

簡単な買物：援助があればできる 

家族との話：通じる 

家族以外の者との話：少しは通じる 

刃物・火等の危険：少しはわかる 

戸外での危険（交通事故等）から身を守る：不十分ながら守れる 

日常生活能力の程度：（3）精神症状を認め、家庭内での単純な日常生活はできるが、時に応

じて援助や保護が必要である。 

現症時の日常生活活動能力又は労働能力：日常生活にもある程度の援助は必要であり、就労

は困難な状態である。 

(3) 受診状況等証明書から主要部分を摘記すると、次のとおりである（資料１－４）。 

発病年月日：昭和５５年１１月頃 

発病から初診までの経過：昭和５５年１１月頃より幻聴、「コンピューターに支配されてい

る」等の妄想が出現し、昭和５５年１２月２日当院初診となる。 

初診年月日：昭和５５年１２月２日 

初診より現在までの治療内容・経過等：初診日に即日入院となり、以後外来通院をはさんで、

計４回の入院歴がある。最終平成１３年４月２３日～同年１０月１３日、入院の後、定期的

に通院し、薬物療法を継続している。 

(4) 請求人に対する薬剤（主薬）の投薬量の変更日及び１日分の投薬量を摘記すると、次

のとおりである（資料２）。 

投薬量変更日 
ＨＰＤ 

(１日投薬量) 
ＣＰ(１日投薬量) 

Ｓ６１年 ９．１９ １２mg ４５０mg 

 １０． ３ ９mg 同 上 

 １１． ７ 同 上 ３７５mg 



Ｓ６２年 ２．２０ ６mg ３００mg 

 ８． ７ 同 上 ２００mg 

 １０． ２ 同 上 １７５mg 

 １０．３０ 同 上 １５０mg 

平成２年 １． ８ 同 上 １００mg 

 ３． ５ ４mg 同 上 

平成３年 ８．１６ 同 上 ５０mg 

 １２． ６ ８mg １００mg 

平成４年 １．３１ ４mg ２５mg 

 ５．２２ 同 上 １２.５mg 

 ７．１７ ３mg 同 上 

 １２． ４ 同 上 投薬中止 

平成６年 ５．１３ 
インプロメン(１日投薬量) 

３mg 
同 上 

平成７年 

～ 

平成８年 

３．１０２．１２（入院） ３mg 同 上 

(5) 事業主の回答書の要旨は、次のとおりである（資料４）。 

 請求人が、事業所で就労を開始した昭和６２年１２月から平成６年までの就労状況を証

明する資料は、廃棄処分又は遠隔書庫管理のため確認できない。平成７年から平成８年５月

までは、一部書類により、次の事実を確認できる。 

勤務形態：平成７年４月現在、変形労働時間勤務：８：３０～１７：３０～１７：３０～翌

９：００（１８時間実働・夜勤あり） 

病気欠勤等：病気により平成８年２月１２日～同年５月１２日欠勤。 

平成７年より勤務配属変更（内務より外務へ） 

(6) 主治医意見書から主要部分を摘記すると、次のとおりである（資料１－３）。 

 請求人は、昭和５５年１１月発症の精神分裂病で、昭和５５年１２月２日に当院を初診し

ている。しかし入院・通院治療を経て寛解状態となり、通院薬物療法を続けながらも、昭和



６２年１２月から症状再発した平成８年２月までの８年以上の期間、○○として継続的に

就労できている。このことから、このときの状態を社会的治癒とみなし、症状が再燃して入

院が必要となった平成８年２月１２日を再初診日と判定した。 

(7) 請求人にかかる厚生年金保険被保険者資格記録は、次のとおりである（資料５）。 

資格取得年月日 標準報酬月額変更年月日 資格喪失年月日 標準報酬月額（万円） 

昭 62.12.3   １７ 

 平１． ８．１  ２０ 

 平２．１０．１  ２２ 

 平３． ８．１  ２６ 

 平６．１０．１  ２８ 

 平７．１０．１  ２６ 

  平 8.5.16  

２ 前記認定された事実に基づき、本件の問題点を検討し、判断する。 

(1) 先ず、請求人の当該傷病の初診日が昭和５５年１２月２日であり、裁定請求日まで継

続した同一傷病であることについて、請求人及び保険者双方に争いはない。 

 ところで、社会保険の運用上、過去の傷病が治癒したのち再び悪化した場合には、再発と

して過去の傷病とは別傷病とし、治癒が認められない場合には、継続として過去の傷病と同

一傷病として取り扱われるが、医学的には治癒していないと認められる場合であっても、軽

快と再度の悪化との間に外見上治癒していると認められるような状態が一定期間継続した

場合は、いわゆる社会的治癒があったものとして、再発として取り扱われるものとされてい

る。 

 医学的知見によれば、理想的な「疾病の治癒」は、原状の完全回復であって、「治癒操作、

すなわち、薬物の持続的服薬、日常生活の制限、補助具の装用などを行わなくても生体の機

能が正常に営まれ、かつ、病気の再発が予測されない状態」と定義することができるが、大

部分の精神障害を含めて、慢性の疾患では、上記の理想的治癒像はなかなか得られないとこ

ろ、多くの精神障害については、「日常生活にあまり障害を与えない治療を続けて受けてい

れば、生体の機能が正常に保持され、悪化の可能性が予測されない状態」が「社会的治癒」

であると解されている（資料７）。 

 そこで、請求人の当該傷病の症状が軽快してＣ病院を退院した昭和６１年９月から当該

傷病の悪化により同病院に再入院した平成８年２月までの間に社会的治癒に相当する期間

があったかどうかを検討する。 



(2) 請求人は、資料３及び前記１の(3)で認定したとおり、当該傷病により昭和５５年１２

月２日、○○病院（現在のＣ病院）にて入院加療を受けた後、当該傷病により同病院への入退

院を繰り返しており、資料２によると、昭和６１年９月に同病院を退院後は月に１回程度の

通院をして、ＨＰＤ（ハロペリドール・抗精神病薬。注：通常使用量は１日３～６mg、症

状により増量する。）及びＣＰ（クロールプロマジン・精神神経用剤。注：通常使用量は１

日５０～４５０mg、症状により増量する。）を主薬とする薬物療法及び精神療法を受療して

いる。 

 そこで、請求人に係る主薬の１日分の投与量（以下「投薬量」という。）の経過をみてみ

ると、同病院退院後の通院開始日（昭和６１年９月１９日）における投薬量は、ＨＰＤが１

２mg であり、同薬の通常使用量を超えるものであったが、同年１０月に９mg に減量投与

され、昭和６２年２月には通常使用量とされる６mgに減量投与されている。また、ＣＰの

投薬量は、当初は４５０mgであったが、昭和６１年１１月に３７５mg、同６２年２月に３

００mg、同年８月に２００mg といずれも通常使用量の範囲内で減量投与されていること

が認められる。 

 請求人が、事業所で勤務を開始した昭和６２年１２月から平成２年１月までの投薬量に

ついてみてみると、ＨＰＤが６mg、ＣＰが１５０mgを維持量として投与されており、平成

２年１月には、ＣＰが１００mg に、同年３月には、ＨＰＤが４mg に減量されてこれが維

持量とされ、平成４年７月から請求人がＣ病院に再入院する平成８年２月までの期間は、Ｈ

ＰＤ又はインプロメン（精神神経安定剤。平成６年５月からＨＰＤに変更して投与。注：通

常使用量は１日３～１８mg。症状に応じて１日３６mg まで増量する。）の投薬量が３mg

と少量の維持量に変更されているところ、ＣＰの投薬は平成４年１２月から中止されてい

る。そうしてＤ医師は、請求人の病状が寛解状態にあったことを認めている（資料１－３）。 

 以上みてきたように、請求人への投薬量が、遅くとも昭和６２年１２月から平成８年２月

までの期間（以下「当該期間」という。）について、通常使用量の下限又は下限に近い水準

で維持されており、「生体の機能が正常に保持され、悪化の可能性が予測されない状態」に

あったと認められることから、請求人は当時、精神医学的に「社会的治癒」に該当する状態

にあったと判断できる。 

(3) 次に、請求人の就労状況であるが、請求人の職務は○○であり、請求人の勤務時間は、

１８時間実働の夜勤を含む変形労働時間制であって健常人にとっても決して緩やかな労働

条件ではない。請求人は、その職務を昭和６２年１２月から平成８年２月の再発初診日まで

８年以上にわたって継続しており、請求人は、公開審理の場において、この労働条件は就労

当初から平成８年２月の再入院までの期間に変更はなかったと申述している。また、請求人

の標準報酬月額が順調に昇格していることから、請求人の勤務実態が事業所から評価され

ていたことが窺われる。したがって、請求人は、当該期間について、厚生年金保険の被保険

者として健常者と変わりのない社会生活を送っていたと判断するのが相当である（資料１

－１、同１－３及び同３ないし同５）。 



(4) 以上を総合的にみてみると、遅くとも当該期間については、当該傷病に係る薬物治療

の内容・経過から「精神医学的社会的治癒」の期間が認められ、これに請求人の就労状況を

も勘案すると、保険制度運用上「社会的治癒」と認めるべき状況が存在したものというべき

である。したがって、本件においては、厚生年金保険の被保険者期間中である平成８年２月

１２日の受診をもって初診日とするのが相当である。 

(5) 次に、請求人の障害の状態が、年金給付の対象となる程度のものであるかどうかを検

討する。 

 当該傷病による障害について、国年令別表は、障害等級２級に該当する障害の程度として

「精神の障害であって前各号と同程度以上と認められる程度のもの（１６号）」を、厚年令

別表第１は、「精神又は神経系統に、労働が著しい制限を受けるか、又は労働に著しい制限

を加えることを必要とする程度の障害を残すもの（１３号）」を掲げているが、社会保険庁

は、障害等級を判定する基準として国民年金・厚生年金保険障害認定基準（以下「認定基準」

という。）を定めており、当審査会も給付の公平を図るための尺度として、この認定基準に

依拠するのが相当であると考えるものである。 

(6) 認定基準第１章第８節／精神の障害によれば、当該傷病により２級に該当するものの

例示として「精神分裂病によるものにあっては、残遺状態又は病状があるため人格変化、思

考障害、その他もう想・幻覚等の異常体験があるため、日常生活が著しい制限を受けるもの」

が、３級に該当するものの例示として「精神分裂病によるものにあっては、残遺状態又は病

状があり、人格変化の程度は著しくないが、思考障害、その他もう想・幻覚等の異常体験が

あり、労働が制限を受けるもの」がそれぞれ定められている。 

(7) 公開審理の場において、保険者代表は次のように申述している。 

 Ｄ医師の診断書Ａ及び資料６－１にＤ医師の診断書２及び資料６－２における障害の状

態をこの基準に照らしてみると、障害認定日における請求人の障害の状態は、状態像として

幻覚妄想が動揺性に消長し思考内容の貧困さ及び人格水準の低下が目立つとされ、日常生

活能力は精神症状を認め、家庭内での単純な日常生活はできるが、時に応じて援助や保護が

必要な程度であり、現症時の日常生活活動能力又は労働能力は、日常生活にもある程度の援

助は必要であり、就労は困難な状態であるとされ、社会生活能力が、就業上単純作業なら可

能であるとされていることから障害等級３級の程度に相当する。 

 また、裁定請求日における請求人の障害の状態は、状態像として、幻覚、妄想自閉、感情

鈍麻及び意欲の減退が認められ、現実検討能力の低下、思考や対応の柔軟性の欠如から、日

常生活においても不適切な行動も度々見うけられるとされ、「日常生活能力」が、精神症状

を認め、家庭内での単純な日常生活はできるが、時に応じて援助や保護が必要な程度であり、

「現症時の日常生活活動能力又は労働能力」が、日常生活にもある程度の援助は必要であり、

就労は不可能な状態であるとされていることから障害等級２級の程度に相当する。 

 当審査会は上記の判断は妥当であると考えるものである。 

 したがって、請求人の障害認定日における当該傷病による障害の状態は、厚年令別表第１



に掲げる３級の程度に該当し、裁定請求日における当該傷病による障害の状態は、国年令別

表に掲げる２級の程度に該当するものと判断する。 

(8) そうすると、原処分は妥当でなく、取り消されなければならない。 

以上の理由によって、主文のとおり裁決する。 

（平成１６年７月３０日） 

 


